
１　総括

 (1) 人件費の状況（普通会計決算）

 (2) 職員給与費の状況（普通会計決算）

　　　　　　　

（注）１　職員手当には退職手当を含みません。
      ２　職員数は、平成２２年４月１日現在の人数です。

 (3) ラスパイレス指数の状況（各年４月１日現在）

（注）１　ラスパイレス指数とは、国家公務員の給与水準を１００とした場合の地方公務員の給与水準を示す指数です。
　　　２　類似団体平均とは、人口規模、産業構造が類似している団体のラスパイレス指数を単純平均したものです。

【参考】府中市の地域手当補正後ラスパイレス指数

（平成２３年４月１日現在）

（注）　平成２３年４月１日現在における団体の支給率と国基準の支給率により算出したものです。
　※　「地域手当補正後ラスパイレス指数」とは、地域手当を加味した地域における国家
　　公務員と地方公務員の給与水準を比較するため、地域手当の支給率を用いて補正した
　　ラスパイレス指数です。

　　　　　　　　　　　％

15.313.412,178,183

　　　　　　％　　　　　千円

246,682

1,775,013

　　　　　　　千円

区　　分

1,412,271

　　　　　千円

千円

90,564,141

人　

1,191 4,628,059

２２年度

区　　分

府中市の給与・定員管理等について

人件費

　　　　　（２２年度末） 　　　　　　Ｂ

実質収支

　　　　　　Ａ ２1年度の人件費率

人件費率 （参考）

Ｂ／Ａ

歳出額　住民基本台帳人口

101.6

千円

職員数

人２２年度

　　　　　　Ａ

一人当たり給　　　　　　　　　与　　　　　　　　　費

2,933,073

期末・勤勉手当

　　　　　千円

給　 料 職員手当

千円

　　計　　Ｂ 給与費 B/A
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２　一般行政職給料表の状況（平成２３年４月１日現在）

３　職員の平均給与月額、初任給等の状況

 (1) 職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（平成２３年４月１日現在）

　　　　①一般行政職

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円

歳 円 円 円

　　　　②技能労務職

歳 人 円 円 円

歳 人 円 円 円 歳 円

歳 人 円 円 円 歳 円

歳 人 円 円 円

歳 人 円 円 円

歳 人 円 円

歳 人 円 円 円

円 円

円 円

円

※民間データは、賃金構造基本統計調査において公表されているデータを使用しています。（平成２０～２２年の３ヶ年平均）
※技能労務職の職種と民間の職種等の比較にあたり、年齢、業務内容、雇用形態等の点において完全に一致しているものではありません。
※年収ベースの「公務員（Ｃ）」及び「民間（Ｄ）」のデータは、それぞれ平均給与月額を１２倍したものに、公務員においては前年度に支給された
   期末・勤勉手当、民間においては前年に支給された年間賞与の額を加えた試算値です。

　　　③教育職

歳 円 円

歳 円 円

歳 円 円

（注）１　「平均給料月額」とは、平成２３年４月１日現在における各職種ごとの職員の基本給の平均です。

      ２　「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、地域手当、住居手当、時間外勤務　　　　　 

　　　　手当などのすべての諸手当の額を合計したものであり、地方公務員給与実態調査において明らかに

　　　　されているものです。　

　　　　　また、「平均給与月額（国ベース）」は、国家公務員の平均給与月額には時間外勤務手当、特殊　　　

　　　　勤務手当等の手当が含まれていないことから、比較のため国家公務員と同じベースで再計算したも

　　　　のです。

公務員

6,434,307 1.66

6,322,410

4,035,300

―

Ｃ／Ｄ

（Ｃ）

―

― ―

民間

（Ｄ）

―

―

―

―

3,868,500

―

―

―

―

―398,562

283,862 321,662

―

1.39

1.55

―

民　　　間 参　　考

Ａ／Ｂ対応する民間

の類似職種

平均給与月額

（Ｂ）

―

―

291,100

290,600廃棄物処理業（男女）

―

平均年齢

― ―

平均給与月額

95

―

―

―

―

調理士（男女） 40.3

44.6

379,331

410,441

328,088

平均給与月額

40

12

43

406,007

平均給料月額

399,949

451,002

（国ベース）

394,112

（Ａ）

384,126

304,130

162 426,226

年収ベース（試算値）の比較

341,46747.6

415,6151,739

347,167

320,751

330,253

403,804

410,693

うち清掃職員

47.1

府中市

49.5

府中市

東京都

43.1

3,689

47.2

類似団体

府中市

区　　分

国

39.8

平均年齢

その他

うち清掃職員

―

参　　考

7,038,931

42.3 327,205

1.74

458,854

うち給食調理員

平均年齢

385,745

397,723

類似団体 408,304

42.5 413,437

府中市

東京都 331,172

平均給与月額

（国ベース）

平均給与月額

東京都

うち給食調理員

374,801

339,912

41.9 353,459

44.2

44.3

職員数

区　　分

その他

国

類似団体 40.0 321,966

公　務　員

40.1 312,528

平均年齢 平均給料月額

平均給料月額

453,287

区　　分

371,241

平均給与月額

42.8

区　　分

467,372

436,946315,355

447,200 474,600

271,200
１号給の
給料月額

最高号給の
給料月額

344,700

163,700

506,600390,100

303,300

２級 ３級 ４級

204,900 231,400 359,700

１級

137,000

単位 ： （円）

289,800 421,000

７級５級 ６級

―

―
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 (2) 職員の初任給の状況（平成２３年４月１日現在）

円

円

円 円 円

円

（注）　府中市の技能労務職の初任給は、年齢により幅があるため平均額を記載しています。

 (3) 職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（平成２３年４月１日現在）

円 円 円

円 円 円

４　一般行政職の級別職員数等の状況

 (1) 一般行政職の級別職員数の状況（平成２３年４月１日現在）

（注）１　府中市の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数です。

　　　２　標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務です。

  

―

――

相当の知識、技術又は経験を必要と
する職務

２　　級

　　　　　　　　人

40

１　　級

　　　　　　　　人

25

8.3

６　　級

技能労務職 242,850

市長部局等の部長、参事及び次長
等の職務

268,614

高　校　卒

中　学　卒

区　　　　　分 府　中　市

6.7

標準的な職務内容区　　分

市長部局等の主任の職務

７　　級

３　　級

市長部局等の係長及び主査等の職
務

高　校　卒

Ⅱ種　　172,200

140,100

円
Ⅰ種　　181,200

円

国東　京　都

369,400

経験年数１５年

184,400

144,800

経験年数２０年

一般行政職

320,900

大　学　卒

149

　　　　　　　　人

４　　級

　　　　　　　　人

　　　　　　　　人

５　　級
市長部局等の課長補佐及び副主幹
等の職務

　　　　　　　　％
定型的な業務を行う職務

140

181,200

51

　　　　　　　　人

　　　　　　　　％

大　学　卒

技能労務職

一般行政職

経験年数１０年区　　　　分

高　校　卒

179,400 円

137,200

142,700

構成比

38.7

18.3

　　　　　　　　％

19.5

　　　　　　　　％

3.3

　　　　　　　　人

307,100

市長部局等の課長及び主幹等の職
務

281,400

　　　　　　　　％

職員数

　　　　　　　　％

296

63

　　　　　　　　％

5.2

1級 8.3% 1級 7.4% 1級 8.3%

2級 38.7% 2級 37.5% 2級 35.0%

3級 18.3% 3級 19.9% 3級 22.3%

4級 19.5% 4級 20.3% 4級 20.6%

5級 6.7% 5級 5.9% 5級 3.8%

6級 5.2% 6級 5.9% 6級 7.6%
７級 3.3% ７級 3.1% ７級 2.4%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

平成２３年の構成比 １年前の構成比 ５年前の構成比
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 (2) 昇給への勤務成績の反映状況

５　職員の手当の状況

 (1) 期末手当・勤勉手当

千円 千円

（２２年度支給割合） （２２年度支給割合） （２２年度支給割合）

期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当 期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当 期末手当　　　　　　　　　　　  勤勉手当

 月分  月分  月分  月分  月分  月分

（ ）月分 ( ）月分 （ ）月分 ( ）月分 （ ）月分 ( ）月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況） （加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

　・役職加算　　5～20% 　・職務段階別加算　　3～20% 　・役職加算　　5～20%

　・管理職加算　　15～25% 　・管理職加算　　10～25%

（注）　(  )内は、再任用職員に係る支給割合です。

 (2) 退職手当（平成２３年４月１日現在）

（支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年 （支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年

勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

その他の加算措置 定年前早期退職特例措置 その他の加算措置 定年前早期退職特例措置

（2％～20％加算） （2％～20％加算）

１人当たり平均支給額　　　　 千円 千円

（注）退職手当の１人当たり平均支給額は、平成２２年度に退職した職員に支給された平均額です。

 (3) 地域手当

（平成２３年４月１日現在）

千円

千円

％ 人 ％

（注）　「支給実績」及び「支給職員１人当たり平均支給年額」は、平成２２年度における地域手当の額です。

―
1,394

　勤勉手当への勤務実績の反映状況（一般行政職）

59.28

59.28

47.50

24.25

2,920

35.00

26,130

59.20

1.55

30.55

41.34

2.95

0.70 0.55 1.45

23.50

病気休暇や休職などの実績を支給額に反映させています。

現在のところ成績率には差を設けず、一律に支給しています。

0.65

50.00

12

59.28

国

59.20

1.35

１人当たり平均支給額（２２年度）

国府　　　　　　　　　　　中　　　　　　　　　　　市

支給実績（２２年度決算）

地方公務員法第４０条に基づき、毎年１月１日を評定基準日として、課長職以下の

49.75

1,655

2.601.00

620,911

1.45

12府中市

国の制度（支給率）

1,347

支給職員１人当たり平均支給年額（２２年度決算）

支給対象地域

460,959

33.50

1.38

東　　　　　京　　　　　都

１人当たり平均支給額（２２年度）

全職員について勤務成績の評定を実施しています。

昇給対象者へ勤務成績の反映を実施しています。

(平成２３年４月１日現在、下位及び最下位のみ反映）

　【参考】

2.48

32.50 45.50

支給率 支給対象職員数

昇給への勤務成績の反映状況

府　　　　　中　　　　　市

勤務成績の評定の実施状況
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 (4) 特殊勤務手当（平成２３年４月１日現在）

千円

千円

　％

 (5) 時間外勤務手当

千円

千円

千円

千円

 (6) その他の手当（平成２３年４月１日現在）

円

円

円

円支給割合

159,051

133,916異なる

支給実績（２２年度決算）

通勤手当

管理職手当
管理又は監督の地位に
ある職員に支給

世帯主　13,900円 異なる

113,675扶養手当

配偶者13,800円、その
ほかの親族8,400円、満
16歳から22歳の子には
4,500円加算

417,778

異なる

支給職員１人当たり平均支給年額（２２年度決算）

職員全体に占める手当支給職員の割合（２２年度）

左記職員に対する支給単価

26,845

主な支給対象職員

1,038,106

70,101

千円

交通機関利用者は６か
月定期などの価格の総
額
自転車2,000円
バイクなど2,300円

支給要件
支給額

226,443

117,698住居手当

災害発生時緊急出動対
策作業手当

毒物の取扱に従事する職員

家庭訪問及びその監督
指導

伝染病の予防消毒伝染病予防消毒手当

生活保護法施行のための家庭訪
問に従事する職員及びその監督
指導に当たる職員

行旅病者処理に従事する職員

変死人死体処理に従事する職員

高所作業

清掃作業手当

毒物取扱

手当の名称

1,691

高所作業に従事する職員

85,313

災害が発生した場合又は発生す
るおそれがある場合において、緊
急に出動し、対策作業に従事す
る職員

千円

１件当たり1,500円

伝染病の予防消毒に従事する職
員

支給実績（２２年度決算）

手当の種類（手当数）

支給実績（２１年度決算）

道路及び下水道清掃作業に従
事する職員

 (1)ごみ収集作業

9種類

変死人死体の処理

4.6

主な支給対象業務

手　当　名 内容及び支給単価

ごみ収集作業 日額250円

日額200円

日額400円

１件当たり3,000円

行旅病者の処理 １件当たり2,000円

343

災害発生時又は発生す
るおそれがある場合に
おける、緊急出動及び
対策作業

日額250円
道路及び下水道清掃作
業

日額200円

異なる 支給額

職員１人当たり平均支給年額（２２年度決算）

日額200円

高所作業手当

国の制度
との異同

国の制度と
異なる内容

支給実績
（22年度決算）

支給職員１人当たり
平均支給年額
（22年度決算）

職員１人当たり平均支給年額（２１年度決算） 333

支給額

千円

千円

生活保護法施行のため
の家庭訪問手当

 (2)道路・下水道清掃作業

変死人死体処理手当

毒物取扱手当

行旅病者処理手当

ごみ収集作業に従事する職員

420,420
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６　特別職の報酬等の状況（平成２３年４月１日現在）

円 円／ 円

円 円／ 円

円 円／ 円

円 円／ 円

円 円／ 円

月分

月分

(注）　退職手当の「１期の手当額」は、平成２３年４月１日現在の給料月額及び支給率に基づき、１期（４年＝４８月）                         

        勤めた場合における退職手当の見込額です。                                 

７　職員数の状況

 (1)部門別職員数の状況と主な増減理由 （各年４月１日現在）

人口10,000人当たり職員数　　　　　　　　　　人
人）

人口10,000人当たり職員数　　　　　　　　　　人
人）

＜参考＞
人口10,000人当たり職員数　　　　　　　　　　人

（注）１　職員数は一般職（教育長を含む）に属する職員数です。

　　　２　[     ]内は、条例定数の合計です。

給

料

83 81

 91万円×在職年数×3.0

940,000

議 長

副 市 長

議 員

副 市 長

副 議 長

小　　計

10,920,000円

普
通
会
計
部
門

税　　務

計

労　　働

事務の統・廃合、縮小ほか

小　　計

給　　料　　月　　額　　等

1,050,000

51.00

（１期の手当額）

14,700,000円

0

文化振興部門職員増員ほか

任期毎

報

酬

675,800

副 議 長

議 員

期
末
手
当

議 長

3.95

区　　　分

市 長

農林水産

一
般
行
政
部
門 商　　工

土　　木

市 長 　　（２２年度支給割合）

12

市 長

（算定方式）

△ 1

（支給時期）

0

226

任期毎

（参考）類似団体における最高／最低額

792,000

550,000

0

平成２３年
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 (2)年齢別職員構成の状況（平成２３年４月１日現在）

　

 (3)職員数の推移

（注）　各年における定員管理調査において報告した部門別職員数。
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